
２．１．１ 研究の背景と目的
LiF‐BeF２混合フッ化物溶融塩（習慣的にFlibe と呼

ぶ）は、たとえば代表組成２LiF‐BeF２で融点が４５９oC と少

し高いものの，化学的に安定，低密度で，電気伝導率が小

さいことからMHD効果が小さく，循環のために必要なポ

ンプ動力も少なくて済み，冷却材と増殖材を兼用すること

ができる等の利点を持っている．これらのことから，中性

子増倍能を補う意味でベリリウム（Be）を併用することに

より，ITER計画の先の実証炉を見据えた先進ブランケッ

トとして，Flibe を用いた概念設計［１］が行われている．

図１にブランケット構造の例を示す［１］．また，Flibe は慣

性核融合炉の概念設計でも冷却材およびトリチウム増殖材

料として検討されている．

Flibe はかつて米国で溶融塩原子炉の冷却材としてその

利用が検討され，その物理化学的性質等に関するデータが

取得されてきており，リチウム（Li）がトリチウム（T）に

核変換された時に生じるフッ化トリチウム（TF）やフッ素

原子（F）により，体系内のフッ素ポテンシャルが上昇し，

構造材料に対する腐食性が増大するので，これを如何に抑

えるかということが重要であると認識されてきた．また，

Flibe を核融合炉ブランケットトリチウム増殖材料として

使用する場合には，Tインベントリの評価やT回収方法の

検討のためにFlibe 中でのTの挙動が重要になるが，これ

に関する研究はこれまであまり行われてこなかった．さら

に，Flibeの構成要素であるFには短寿命の放射性核種が存

在し，ブランケット中のFlibe配管の破断等により，これら

が環境中に漏洩した時の安全性評価のために，高温Flibe

に空気や水蒸気が接触した時のFlibe 成分の移行挙動の研

究が重要であると認識された．そこで，自己冷却Flibeブラ

ンケットを用いた核融合炉計画を念頭に置き，Flibe の化

学挙動に関するタスクが JUPITER‐II 計画の中に作られ

た．なお，Flibe を熱媒体として用いる場合には同材料が高

プラントル数流体であるということが重要となるので，

Flibe の熱流動特性に関する研究が併せて行われた．これ

については，次節の「Flibe 模擬流体の熱流動特性」で記述

される．

本研究を実施する上で，原料からのFlibe の調製と精製

を行う必要があり，また，FlibeとTを併用した研究を行う

ための設備整備を合わせて行う必要があった．これらの点

も踏まえ，具体的な研究課題として，�Flibe の原料からの
調製と精製，�高温でのFlibe の噴出事故を想定したFlibe
構成成分の移行（mobilization）挙動の測定，�精製後の
Flibe を使用したBeによる酸化還元（Redox）制御法の確

立，�還元状態制御中および制御後のFlibeによるJLF‐１の
腐食挙動の研究，�精製したFlibe 中のトリチウム溶解度
と拡散係数の測定を設定した．

２．１．２ 使用した研究設備
これまで日本国内では，その危険性のためにFlibe を用

いた経験がそれほど多くなく，また本研究では，Flibe に加

えて，作業環境中濃度を厳しく管理する必要があるHFや

Be，Tの使用が不可欠であったため，本タスクの実験はす

べて，適切な設備を保持している米国アイダホ研究所の

STAR（Safety and Tritium Applied Research）施設内に設
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図１ 溶融塩 Flibeを用いたブランケットの例（FFHR）［１］．
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置されているフードや不活性ガス雰囲気のグローブボック

ス内で安全性確保に細心の注意を払って行った．図２に

STAR施設の平面図を示す．実際には，本研究実施期間中

に図３に示すT使用設備やT除去設備を設置することによ

り，Flibeに加えて，16,000CiのTの取り扱いが可能なよう

に施設の設備増強が行われた．

２．１．３ Flibe の調製と精製［２］
本研究で使用したFlibeは純度99.9 ％のLiFとBeF２から

調製した．これら２種類の粉末を乾燥し，モル比で２：１

になるように容器中で混合し，溶融した．その後，５２０℃で

He‐H２‐HF混合ガスを流通し，不純物として含まれている

酸素を減少させた．これは次の反応を右側に進めることに

よる．

BeO＋ 2HF＝ BeF２＋ H２O

MF + H２＝M＋ 2HF

続いて，60 μmの金属メッシュフィルタを通して別の容
器に移送することにより，金属不純物粒子を除去した．最

終生成物中の不純物を原料のLiFおよびBeF２中のそれと比

較して表１に示す．なお，酸素と窒素については LECO

法で，それ以外の不純物はICP‐AES法やICP‐MS法で測定

した．また，最終生成物中のLiとBeのモル比は2.01－2.06

であった．これらにより，以降の実験に用いられる高純度

のFlibe 試料が得られるとともに，Flibe 調製・精製のため

の手法が確立された．

２．１．４ Flibe 成分の蒸発挙動［２］
Flibe流路配管の破断等により高温Flibeに空気や水蒸気

が接触した時のFlibe 成分の移行は短寿命のフッ素同位体

による被ばく評価の観点から重要課題の一つである．そこ

で，図４に示す装置を用いて，蒸発法により溶融Flibe構成

成分の移行実験を実施した．Flibe の温度を５００－８００℃に

保持し，そこにArガス，空気，湿潤空気（露点 40℃）を

25－100 cm3/min の流速で流通したときの移行化学種をプ

ローブ表面や石英ウールを充填した採集容器で回収し，

ICP‐AES分析によりその質量を測定した．

Arガスを流通した時の結果から求めたBeF２とLiBeF３の

O
（ppm）

C
（ppm）

N
（ppm）

Fe
（ppm）

Ni
（ppm）

Cr
（ppm）

BeF２ ５７００ ＜２０ ５８ ２９５ ２０ １８

LiF ６０ ＜２０ ７８ １００ ３０ ４

Flibe ５６０ １０ ３２ ２６０ １５ １６

図２ 米国アイダホ研究所の STAR（Safety and Tritium Applied Research Facility）施設の平面図．

表１ Flibe原料としたBeF２とLiFおよび精製後のFlibe中の不純物．

図３ STARに設置されたトリチウム使用設備．
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分圧を図５に示す．基本的には，すでに求められている実

験値や計算値と良い一致を示した．また，空気流通条件や

湿潤空気流通条件においても，本質的には同じ結果が得ら

れた．これらの結果から，Flibe 構成成分の移行速度は，平

衡気相中の各成分の分圧とパージガス流速により決定され

ること，液相中へのバブリングの場合には，同伴する飛沫

の影響を受けることが明らかになった．なお，Ar気流中試

験におけるFlibe からの質量移行速度は表２に示すような

値となった．これらの結果は，低流量下および事故解析条

件下でのFlibe 移行量の評価において重要である．

２．１．５ Flibe の還元制御［３，４］
Flibe と構造材料の両立性を確保するためには，Li の核

反応の結果生成するTFや Fを除去し，体系内を還元状態

に保持することが重要であると考えられる．実際に，前述

のFFHRの概念設計でもFlibe 流路内に Be ぺブルを設置

し，中性子増倍機能を持たせるとともにBeによる体系内

の還元状態の保持を狙っている．本研究では，そのような

状況も勘案し，酸化還元状態の制御方法として，Beを浸漬

する方法についての試験を行った．

図６に示す実験装置を用いて，反応容器中で高温に保持

したFlibe中にHFガスを吹き込み，同時にBe試料をFlibe

中に挿入したときの反応容器出口でのHF濃度変化を四重

極質量分析計（QMS）と自動滴定装置（titrator）により連

続的に測定した．反応容器出口でのHF濃度は還元状態制

御の指標になり，反応容器出口でのHF濃度が入口でのそ

れと比べて低下していれば，還元状態制御が行われている

ことになる．５３０℃に保持したFlibe 溶融塩 500 g 中に長時

間HF+He 混合ガス供給して定常状態に保持した後，Be

試料を Flibe 中に挿入し，一定時間保持したのち引き上げ

た．この操作はBeがHFの還元状態制御に使えるかどうか

を調べるためである．

固体のBeを一定時間浸漬させると，図７の例で示すよ

うにHF濃度は一度ゼロ付近まで低下する．これはFlibe

中に物理的にBeが溶解した後，Be＋2HF＝BeF２＋H２の反

応でHFが還元され，H２になると同時にBeF２が Flibe 中に

溶解するからである．図中の数字はFlibe中にBeを浸漬保

持した時間であるが，Be試料引き上げ後もHF濃度は急に

は上昇せず，ゆっくりと上昇しており，還元状態が維持さ

れていることがわかる．同様の実験を，入口HF濃度：200

－2000 ppm，ガス流速：60－310 cm3/min，Be 浸漬時間：

2－60 minの範囲内で変化させ，合計３４回を行った．得られ

た結果に対して，完全混合反応容器条件を仮定し，不純物

773 K 873 K 973 K 1073 K

2.6×10－2 g/m2‐h 7.7×10－2 g/m2‐h 3.1×10－1 g/m2‐h 2.6×10－2 g/m2‐h

図４ 溶融 Flibe成分の移行実験に用いた装置．

図６ Flibeの酸化還元制御のための実験装置．

図５ 溶融 Flibe上の BeF２と LiBeF３の分圧（他の文献値も併せて
示す．INEELと記載されているものが本研究より得られた
値であり，Arガス流通条件下におけるものである）．

図７ Flibeの酸化還元制御実験結果の例（数字は Flibe中に Be

を浸漬保持した時間．Be試料引き上げ後も HF濃度は急に
は上昇せず，ゆっくりと上昇しており，還元状態が維持さ
れていることがわかる）．

表２ アルゴン気流中試験における Flibeからの質量移行速度．
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の寄与を無視し，適当な反応速度定数とBeの溶解速度を

入力することにより計算した結果は，実験結果とよく一致

した．行ったすべての実験で，HFからH２への反応は二次

反応で，反応速度定数は 1.5×106 mol/m3s であると決定さ

れた．

Beの浸漬時間を変化させたところ，Beの物理溶解度は，

図８に示すように直線的に増加した．この結果，Beの溶解

速度は時間によらず一定で，溶出速度は 8.9×10－8Be/（Li２
BeF４）/s と表せることが判明した．この結果より，実際の

ブランケットのFlibe量が決まると，必要なBe量が決定さ

れる．Beの浸漬をさらに長時間続けた後のFlibe 中の溶解

Be 量を ICP‐MASSで測定したところ，Beの Flibe への飽

和溶解量は 2.7×10－4Be/Li２BeF４であることが判明した．

なお，Beの溶出速度は，BeがFlibe容器と電気的に絶縁

されているか否かによって大きく異なり，Beを絶縁した場

合には，溶出速度が大幅に低下した．これは，Beの溶出が，

単純な化学反応や物理現象のみならず，電気化学的な作用

によっても大きく影響を受ける可能性があることを示して

いる．

２．１．６ 還元状態制御中および制御後の Flibe によ
る JLF‐１の腐食挙動［５］

前述の還元状態制御条件下での低放射化フェライト鋼

JLF‐１の腐食挙動実験を，還元状態制御用反応容器を改造

した図９に示す容器および試料を用いて実施した（試料は

すべて電気絶縁状態に保持した）．実験では，HF濃度：

1075 ppm，H２/HF比：１１，流速：140 cm3/min のパージガ

スを連続的に流しながら，５時間Beロッドを浸漬したの

ち引き上げ，その間およびその後の容器出口でのHF濃度

を連続的に測定するとともに，一定時間ごとにFlibe の一

部を採取し，ICP 分析によりFlibe 中の Fe，Cr，W，Ni

の濃度を測定した．また，実験後に JFL‐１試験片を取り出

し，SEM，AES，XPS，XRD，RBSにより分析を行った．

図１０は時刻０でBeロッドを浸漬し，５時間保持して引

き上げたときのFlibe 中のFeと Crの濃度変化を示してい

る．Beロッド引き上げ後もFeと Cr の濃度が低く維持さ

れ，還元状態に保持されていたことがわかる．出口ガス中

のHF濃度の積算値に対応するNaOH滴定当量の増加速度

がBeロッド浸漬期間終了後も低下していることもこのこ

とを裏付けている．還元状態終了後の腐食条件下では，

JLF‐１の腐食の結果，Flibe 中の Fe の濃度は増加したが，

図９ 還元状態制御したFlibeによるJLF-1の腐食挙動実験用装置
および使用した試料．

図１０ 還元状態制御したFlibeによるJLF-1の腐食挙動実験におけ
る Flibe中の Feと Crの濃度変化（時刻０で Beロッドを浸
漬し，５時間保持して引き上げた．Beロッド引き上げ後も
FeとCrの濃度が低く維持され，還元状態に保持されていた
ことがわかる．出口ガス中の HF濃度の積算値に対応する
NaOH滴定当量の増加速度がBeロッド浸漬期間終了後にも
低下していることもこのことを裏付けている）．図８ Flibeへの Beの溶解量の時間変化．
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Cr の濃度は低く維持された．

還元状態制御終了後の腐食による JLF‐１試料断面の

SEMによる観察結果を図１１に示す．本実験で実施した５００

時間の平均腐食量は 50 μm（腐食速度としては 0.1 μm/hr）
であった．これは，主にBeロッド引き上げ後，すなわち還

元状態が終了した後の腐食による結果であることに注意す

る必要がある．なお，試料表面に約10 μmのCrが濃縮した
酸化被膜が形成していることが確認されたが，これは，腐

食中もFlibe中のCr濃度が低く維持されていることと整合

している．

２．１．７ Flibe 中のトリチウム（水素同位体）拡散係
数と溶解度［６‐１０］

Flibe中のトリチウムの拡散係数と溶解度はFlibeブラン

ケットの設計にとってきわめて重要である．また拡散化学

種や溶解化学種が異なると，溶解度，拡散係数が変化する

可能性があるので，まずFlibe の還元状態制御を行わない

ときの水素同位体の物質移行挙動を測定した．

使用した実験装置を図１２に示す．一次元の拡散モデルを

適用するために，同心円型の構造となっている．中心のプ

ローブ１に重水素ガス（D2）を導入したときに，Flibe 中を

溶解・拡散し，プローブ２に透過するD流束を四重極質量

分析計（QMS）で測定し，求まった透過速度の定常値と透

過の時間遅れより拡散係数と溶解度を算出するものであ

る．本研究では 400 cm3 の Flibe を使用し，600 ℃と 650 ℃

で D2 を用いた実験を行った．拡散係数の測定結果を図１３

図１１ 腐食後の JLF‐１試験片断面の SEM画像．

図１３ Flibeの還元制御を行わないときの Flibeに対する重水素拡
散係数．

図１４ Flibeの還元制御を行わないときの Flibeに対する重水素溶
解度．

図１２ Flibeの還元状態制御を行わないときの重水素移行実験装
置．
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に，溶解度の測定結果を図１４に文献値とともに示す．拡散

係数やその活性化エネルギー，溶解度の値は溶解拡散して

いる化学形がDFであると仮定した時の結果とよく一致し

ており，還元状態制御しない場合のFlibe 中の水素同位体

存在化学形はフッ化水素であると結論できた．

最終年度にトリチウム移行実験装置を使用してTを含む

水素同位体の溶解度と拡散係数を測定した．実験装置を図

１５に示す．T測定装置としてはラジオガスクロマトグラフ

を用いた．この装置は，溶融Flibeの層を形成することによ

り一次元の拡散を実現させるものであり，Flibe の対流を

抑えるために拡散実験容器を溶融塩の中に浸漬し，恒温条

件を維持している．500－700 ℃の範囲で実験を行い，図１６

および図１７に示す結果を得た．そしてその結果は，以下の

Arrhenius の関係式にまとめることができた．

DFlibe，T＝9.3×１０－７exp（－４２×１０３[J/mol]/RgT）［m２/s］

KFlibe，T＝7.9×１０－２exp（－３５×１０３[J/mol]/RgT）

［mol/m３Pa］

本結果は，必ずしも完全に還元状態に保持されたFlibe

中のものではなく，Flibe 中を拡散するTの化学形もT２が

主であると考えられるものの，それほど明確ではないが，

世界で初めて測定されたTの拡散係数であり，貴重な結果

である．

２．１．８ まとめ
本研究の成果は以下のようにまとめられる．

１）Flibe の調製と精製の手法を確立した．具体的には，原

料試薬を混合したのち，溶融し，520 ℃で He‐H２‐HF

混合ガスを流通したのち，Niメッシュフィルタを通し

て移送することで，実現できた．

２）Flibe 成分の移行挙動については，Flibe 構成成分の移

図１５ Flibe中トリチウム移行実験装置．

図１６ Flibe中のトリチウム溶解度の測定結果． 図１７ Flibe中のトリチウム拡散係数の測定結果．

Journal of Plasma and Fusion Research Vol.85, No.5 May 2009

２５６



行速度が平衡気相中の各成分の分圧とパージガス流側

により決定されること，液相中へのバブリングの場合

には，同伴する飛沫の影響を受けることが明らかに

なった．

３）溶融Flibe中にBeを浸漬することで，Flibeの還元状態

制御が実現できることを実証した．そして，その反応

速度定数やBeの溶解速度，飽和溶解度に関するパラ

メータを確定した．また，Beの溶解に電気化学的作用

が影響することを確認した．

４）還元状態制御されたFlibe 中では JLF‐１の腐食が抑制

され，還元状態が解消されることによって腐食が促進

することを確認した．

５）Flibe中のDおよびTの溶解度と拡散係数を測定した．

本研究により，Beによる還元状態の制御と腐食の抑制が

実証されたことは，ブランケットの成立性に見通しを与え

る重要な成果である．また，得られたFlibe に関する技術，

移行過程や水素同位体挙動に関する知見は，Flibe ブラン

ケットの設計や研究開発に大きく寄与するものである．
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２．２ Flibe 模擬流体の熱流動特性
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thermofluid researche, turbulence, PIV measurement, direct numerical simulation, heat transfer, laminarization

２．２．１ はじめに
溶融塩Flibe は，高温安定性に優れ，電磁流体力学

（Magneto-Hydro-Dynamics: MHD）的圧力損失が低いため

魅力的な自己増殖冷却材であるが，冷却材にFlibe を用い

たブランケット設計では，いくつかの課題が指摘されてい

る：１）Flibe が低い熱伝導率（1.0 W/mK）を有しているこ

と，２）融点近傍で高い動粘性を示すこと（11.5 mm２/s at

500 ℃），３）トリチウム増殖能力が小さいため，付加的な

中性子増倍材を必要とすること，そして４）構造材は

650 ℃以上の高温環境に耐えられることなどである．この

大きな粘性と低い熱伝導率を有するFlibe は高プラントル

数流体と呼ばれ，十分に大きな伝熱性能を引き出すために

は，強い磁場環境下でも流れを大きく乱して乱流状態を形

成する必要がある．したがって，高プラントル数流体の熱

流動特性に及ぼす磁場の影響を調べることはきわめて重要

な課題である．

２．２．２ 流動特性
図１はUCLAに設置した円管内乱流熱流動実験装置

“FLiHy”（FLibe Hydrodynamics）の概要を示したものであ
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る．試験部は直径 88 mmの円管，ポンプ，流量計，加熱用

ヒータ，熱交換器付配管，液タンク，2 Tの電磁石，可視化

計測部から構成されている．試験にはFlibe 模擬流体として，

プラントル数が同等な３０％濃度のKOH水溶液を用いた．

円管内の流速分布の測定は，管内にシードしたトレーサ

粒子をレーザー照射によって可視化し，試験部に設置した

高速カメラで撮影した連続する２時刻の画面の粒子イメー

ジから粒子位置の相関を画像解析で求めて流体の速度を計

測する方法，すなわち，PIV（Particle Image Velocimetry）

を適用し，非磁場および磁場下の円管内乱流速度分布およ

び乱流統計量を求めた．

本実験装置の妥当性を検討するため，既報の直接数値シ

ミュレーション（DNS: Direct Numerical Simulation）デー

タベースを用い，実験で得られた非磁場下の円管内乱流特

性量を比較した．

図２は管直径�と平均速度�および動粘度�に基づくレ

イノルズ数��=11300における，普遍速度分布（横軸は壁面

摩擦速度��� ����� で規格化した壁からの無次元距離

��������，縦軸は無次元化した速度��）を示してお

り，実線がDNS結果［１］であり，プロット点は PIV計測結

果である．両者はきわめて良く一致しており，また既往の

文献値（Eggles，１９９４）とも良く一致していることを確認

した．したがって，本計測手法は十分な測定精度を有して

いると言える．また，非磁場条件での熱伝達実験を実施し，

円管内乱流の発達領域で壁面熱伝達率がDittus-Boelter 相

関式と１０％以内で一致することを確認した［２，３］．

次いで，磁場下のMHD乱流挙動を把握するため，300 A

の電流を流して最大２テスラの磁場を発生させ，1.4 m長

の磁場内に形成された幅 15 cm×高さ 25 cm×長さ 1 mの

一様磁場空間（主流方向の磁場変動は約 5％）に試験流路を

設置し，磁場強さを表す無次元数であるハルトマン数

	
��� ����� �0，5，10，15，20 について円管内の平均流

速を測定した．このときの	
は管半径�と電気伝導率

�を基準としている．図３は横軸に無次元半径位置，縦軸

に無次元流速（中心流速��で規格化）として示されており，

実線はDNSによる非磁場の円管内乱流速度分布である．

	
が増加する（つまり，磁場強度が増加する）に従い，平

均速度分布の形状が平坦化する様子がわかる．これと同時

に，壁面近傍ではHaの増加に伴って急峻になり，所謂，

「ハルトマン流れ」の特徴が再現されている．

図４は���5300 の条件における，主流方向速度成分の

速度変動強度���
� � ���� ���の径方向分布を示している．実

線は非磁場下の乱流に対するDNS結果を示しており，Ha

が増加するに従い乱流強度が減少していることがわかる．

図中，実験値が不連続となっているが，これは PIV計測の

際に，可視化領域を管中心部と壁面領域の２つに分けて撮

影したことによるものであり，実際の物理量は連続的に変

化している．図３および図４の結果は，磁場印加による

Lorentz 力による「乱流の層流化」の発生を明瞭に示してい

ると言える．これらの結果は，MHD円管乱流のDNS［４］と

一致しており，MHD乱流モデリング［５］にも反映された．

図１ FLiHy実験装置概要．

図３ 平均速度の径方向分布 Ha：ハルトマン数．

図２ 普遍速度分布（Re＝１１３００）．
（u+ = u/u*,y=u*y/v,Re = uD/v） 図４ 主流方向速度変動強度の径方向分布．
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２．２．３ 熱伝達特性
熱伝達実験は，２テスラの磁場下でFLiHyループ試験部

の一部を加熱テープで一様加熱して実施した［６］．試験部

には直径 0.75 mmの T型熱電対を４０本（１断面あたり４本

で管軸方向１０箇所，各熱電対は管の内壁面から 1 mmの管

壁内位置）設置した．KOH水溶液の温度は熱電対で管の出

入口において計測し，管軸方向の任意位置の断面平均温度

は出入口温度差から線形補間で求めた．管断面内における

流体内の径方向温度分布は，６本の直径 0.13 mmのインコ

ネル製K型シース熱電対をタワー状に組み上げたTCタ

ワーを壁面近傍から管中心まで移動機構により位置を調整

しながら測定した．この熱電対の 63％応答時間は 2 ms

であった．TCタワーと磁場の角度は０度と９０度の２通り

設定した．���5000～20000 で，���0～15，また����

と 10 について実験した．

図５は�������の場合の無次元温度��の分布を壁から

の距離 	�で示したものである．実線は既存のKader 相関

式であり，青丸は����（非磁場条件）であり，相関式と

一致している．しかし，緑丸の����と赤丸の�����

の実験結果は相関式から離れている．このことは，MHD

流れでは，非MHD流に比べて管内の流体温度が上昇する

ことを意味しており，伝熱から見た磁場による「乱流の層

流化」の証拠である．

図６は，無次元熱伝達率
�の管軸方向（��）の分布を

示している．横磁場が強いほど，熱伝達率が低下する様子

がわかる．

２．２．４ まとめ
円管内のFlibe模擬流体の非MHD乱流特性を，PIV計測

法を適用して計測し，既存DNSデータベースときわめてよ

い一致を示したことから，本 PIV計測法の精度と適用妥当

性を検証した．また，UCLAに構築したFLiHyループが流

動実験装置として十分な精度を有していることも確認でき

た．ついで，PIV計測法を用いてMHD乱流の流動特性につ

いて平均流速分布を測定し，ハルトマン流れを確認すると

ともに，MHD乱流統計量の結果から，磁場効果による「乱

流の層流化」現象が生じていることを定量的に示すことが

できた．また，熱伝達実験を実施し，管内温度分布や管軸

方向熱伝達から磁場効果による「乱流の層流化」の発生を

確認できた．

以上のように，MHD乱流の熱流動特性の詳細なデータ

ベースを構築できたことから，今後の現在のMHD乱流モ

デルの改良が可能となり，核融合炉設計へ大きく貢献する

ことが期待できる．
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図５ 無次元温度分布．

図６ 無次元熱伝達率の管軸方向変化．
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